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第Ⅰ章 序 論 
 





計画に参加して以来約 60年間の間 195ヶ国・地域に累計 4,000億ドル（2012年度まで
の累計）の政府開発援助（以下 ODAと記す : Official Development Assistance）を通
じて,開発途上国(以下途上国と記す)の支援を行ってきた。このような問題解決に努める
ことで,日本政府は国際社会において信頼とプレゼンスを培なってきた 1）。 


































ては,1981年から 2001年の間に 1人あたりの GDPで 6.4％を超える経済成長が達成され































 日本の ODA実施機関である国際協力機構（JICA: Japan International Cooperation 
Agency）は,円借款の実施機関として 1961年に設立された海外経済協力基金（OECF: 
Overseas Economic Cooperation Fund）後に,1999年日本輸出入銀行と合併し国際協力






















 2-1 我が国の政府開発援助 
  OECD (Organization for Economic Cooperation and Development：経済協力開発機





c) 譲許的な資金供与であること（グラントエレメントが 25%以上あること） 




される譲許的な貸し付け）の３形態で，GAと TAを合わせて贈与と定義されている 7）。 
 
 2-2 政府開発援助の役割 





  ODA で「直接受益者アプローチ」による貧困削減を遂行することは可能か否かとの
問いには, 例えば 1990年における 1人 1日 1ドル以下の人口は 12億 2千万人であり
この人口を確実に半減させるために必要な年間資金量は, 12億 2千万人/2×1ドル×


































法制度等）に対する ODAの役割への期待が高まっている 1）6）9)。 
 
 2-3 政府開発援助の歴史 












大, 黒字還流を目的とした ODAの必要性が議論されるようになり, 同時に環境問題
が取り上げられる等我が国 ODAの取り組む課題が多様化した 1）9）14）。 
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図Ⅰ-2 DAC諸国の ODA額の推移 8） 
 




  2000年に入ると我が国政府は ODA受取国の政治・経済・社会情勢をふまえるのみな

























   これら ODAの多様化の歴史に伴い，援助実施機関の体制整備も平行して行われた。




































































  その後バブル経済崩壊を契機とした経済の長期低迷により，2000年には 2コースを
「持続型営農機械化システム」研修の１コースに統廃合し,2006年からは「小規模農
家用適正農機具開発普及」研修へ改編した。研修コースの変遷は表Ⅰ-１が示す通り。
その他 3ヶ月未満の短期コースとして 1973年から 1987年には「籾摺精米加工」研修, 










  農業機械研修（長期 6コース）で受入研修員総数は,表Ⅰ-2が示す通り 2013 年 3 月
時点で 76ヶ国から合計 757名にのぼる。地域別にみると図Ⅰ-3が示す通りアジア・
大洋州地域が全体の研修員の 6割を占めており,続いてアフリカ 2割となっている。





























稲作農機具利用 稲作機械化 農業機械化 農業機械設計 営農機械化 農機具開発普及
1964～75 1976～87 1988～2000 1982～2000 2001～2005 2006～2013
ミヤンマー 2 9 6 6 3 24
インドネシア 22 13 9 21 2 45
カンボジア 5 3 2 5
ラオス 8 1 2 3
マレーシア 10 9 9 2 1 21
フィリピン 13 10 13 18 6 47
タイ 11 9 9 25 4 47
ベトナム 1 1 1 2
中国 3 5 15 2 1 26
大韓民国 2 3 5
バングラディシュ 4 5 8 1 18
ブータン 6 2 5 3 10
インド 10 5 1 9 1 16
ネパール 2 7 1 1 9
パキスタン 5 8 8 4 5 30
スリランカ 8 8 8 10 3 2 31
タジキスタン 1 3 4
モンゴル 2 1 3
フィジー 2 1 1 4
ミクロネシア 1 1
ＰＮＧ 1 5 6
トンガ 1 1
小計 98 88 85 129 31 25 358
アフガニスタン 6 3 1 4
エジプト 7 14 8 2 31
イラン 4 3 4 5 2 14
イラク 2 2
トルコ 1 1 8 9





小計 11 13 24 23 5 1 66
ルワンダ 2 8 10
コートジボワール 7 2 1 2 12
ガーナ 1 4 5 3 4 16
ケニア 2 4 5 3 1 15
マリ 1 1
ナイジェリア 8 4 7 19
タンザニア 5 6 12 4 4 26
リベリア 7 1 1
ガボン 3 3









マダガスカル 1 1 1 2 5
ギニアビサウ 1 1
ギニア 2 1 3
マラウィ 1 4 5
レソト 1 1
ニジェール 1 1








小計 13 28 51 23 19 37 158
ジャマイカ 1 1
トリニダードドバコ 1 0
キューバ 1 2 3
ブラジル 2 2 2 4 8
コロンビア 3 1 2 6
エクアドル 1 0
ボリビア 1 1 2
ペルー 2 4 2 8
メキシコ 6 5 1 12
パラグァイ 2 2 1 5
ハイチ 1 1 2
セントヴィンセント 2 2
小計 4 10 18 13 5 3 49



















































           
      写真Ⅰ-1 研修における講義           写真Ⅰ-2 アーク溶接実習 
 
           






元 JICA職員の指導者が立ち上げた NPO法人が研修実施業務を請負っている。 




























      
   写真Ⅰ-5 ソバ脱穀機(ブータン)   写真Ⅰ-6 田植機(バングラディシュ) 
       
   写真Ⅰ-7 ガス化炉(ナイジェリア)   写真Ⅰ-8 ｷｬｯｻﾊﾞｽﾗｲｻｰ（エチオピア） 
 
 3-2 農業機械分野における JICA の途上国支援概要 
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1 専門家派遣,研修員受入,機材供与を一つのパッケージとしたプロジェクト型の支援であり,旧ＪＩＣＡの
中心的な事業。現在は,技術協力プロジェクトと称される。 
プロジェクト名 実施国 協力期間 主要活動分野
稲作機械化研修 マレーシア 1970-1975 稲作機械化研修
中央農業発展プロジェクト バングラディシュ 1975-1983 機械化
カセサート大学における農業発展及び機械化研究 タイ 1981-1991 研究開発・教育
稲作機械化プロジェクト エジプト 1981-1992 稲作機械化研修
農機工業技術発展適正化プロジェクト インドネシア 1987-1994 研究開発・評価試験
稲作研究開発計画プロジェクトアフターケア フィジー 1991-1993 稲作機械化（低コスト機械の開発）
農機修理・メンテナンス技術及びその研究 中国 1992-1998 維持管理・研修
灌漑稲作用農機研修 コートジボアール 1992-1997 稲作機械化研修
農業機械評価試験 メキシコ 1999-2004 評価試験
農業機械化のための研修センタープロジェクト モロッコ 2000-2005 研修・機械開発
農業機械化強化プロジェクト ブータン 2008-2017 開発・評価試験・研修






































































    と効果発現要因の分析 
 
１.緒 言 
 第Ⅰ章では本研究の背景と目的を説明した。JICA筑波の農業機械研修は, 我が国 ODA
事業の一環として 1964年から途上国の行政官や政府の農業技術者を対象とした人材育


















































 2-1 文献調査 




























  2-2-1 第 1回調査 
     ・実施時期：2011年 12月 - 2012年 3月 
     ・対象人数：18名(ルワンダ,ガーナ,カンボジア等の 13ヶ国) 
     ・質問内容：メールにて質問票を送付,APの進捗状況,知識・技術移転の活動 
         内容等について回答を求める。（巻末資料１） 
 その後知識・技術移転度合の時間的経過の調査のため,1年を経たのち第 2回
の調査を実施する。第 2回は第 1回調査で回答のなかった研修員も含め,再度 AP
実施の進捗状況の確認等を中心に実施する。 
     2-2-2 第 2回調査 
      ・実施時期：2013年 5月 - 2013年 7月 
      ・対象人数：25名(第１回調査に加えブータン等 14ヶ国) 
   ・質問内容：メールにて質問票を送付,APの進捗状況,知識・技術移転の活動 
         内容等について回答を求める。（巻末資料１） 
 最後に研修受講から 3年以上の年月を経て,途上国における知識・技術移転の
結果の調査のため,第 3回アンケート調査を実施する。 
   2-2-3 第 3回調査 
     ・実施時期：2014年 6月 -  2014年 7月 
   ・対象人数：29名(過去２回の調査にマダガスカル,ミヤンマー等 13ヶ国) 
   ・質問内容：メールにて質問票を送付,活動の進捗状況等回答を求める。 
 
 2-3帰国研修員へのインタビュー調査 
    2-3-1 フォローアップ調査 
   ・実施時期：2013年 7月 -  2014年 9月（随時） 
   ・対象人数：19名 





    2-3-2 帰国研修員への面談調査 
    上述の調査過程で顕著な実績を有する研修員を照会したところ,複数の研修員
よりインドネシアの Joko Pitoyo研修員（以下 Joko研修員と記す）が言及され
た。従って当時の研修インストラクターを経由してコンタクトを試み， Joko研
修員に面談調査を実施する。 
   ・実施地：日本・神戸市（博士課程取得のため神戸大学農学部に留学中） 
   ・時期  ：2014年 8月 
   ・対象  ：Joko Pitoyo研修員（インドネシア） 
   ・方法  ：ライフヒストーリー法2によるインタビュー調査 






  知識・技術の移転状況に関する現地調査 
    2-4-1 カンボジア現地調査  




   ・実施地：カンボジア国プノンペン市,タケオ県（図Ⅱ-2） 
   ・時期：2012年 10月,2013年 12月 
   ・対象：Savath研修員,Samnang研修員と所属長 
   ・方法：ライフヒストーリー法によるインタビュー調査 




展開実態, 高等教育機関の現況調査 23）。 







   
★
★ プ ノ ン ペ ン
タ ケ オ 県
 
             図Ⅱ-2 カンボジア現地調査地 
 




   ・実施地：タイ国バンコク都（図Ⅱ-3） 
 
               
             図Ⅱ-3 タイ現地調査地 
 
   ・対象先：農業・協同省・農業機械研究所（AERIと記す：Agricultural  Engineering 
       Research Institute) 










           図Ⅱ-4 タイ・農業機械研修参加人数実績 
   
   ・対象：6名（現職,OB等含む） 
   ・方法：ライフヒストーリー法によるインタビュー調査 








 3-1 文献調査にみる農業機械研修の特徴と成果 
 3-1-1 研修基本方針 




  a)稲の栽培サイクル（毎年 3月-9月）に併せそれぞれの農作業に必要な日本の農業機
械を理解する点 










稲作農機具利用 稲作機械化 農業機械化 農業機械設計 営農機械化 農機具 開発普及 
 23 
 















 3-1-4 帰国後顕著な実績を残している研修員の事例 
  長年農業機械研修の研修インストラクターとして従事している桜井文海博士著書論
文 26）のバングラディシュ Bubble研修員の事例を以下紹介する。 
 Bubble研修員は, 1999年「農業機械設計」コースで, 人力ポンプの企画設計から
製図, 試作, 性能テスト, 技術レポート作成に至るまで一貫した農業機械開発技術
を研修した。試作された人力ポンプは写真Ⅱ- 1が示すとおり,人の体重の負荷によっ
て 2つのシリンダと 2つのピストンが作動する簡単な機能である。そのため Bubble
研修員は日本で習得した開発システムをもとに,帰国後人力ポンプ開発を継続した。 
                          






件に合致した水田用人力ポンプを 2年後の 2001年に完成させた。写真Ⅱ- 2が示す
Bubble研修員が開発した人力ポンプは,バングラディシュ国内で広く普及された。 
 
 3-2 アンケート調査から得られた帰国研修員の知識・技術移転活動 
 3-2-1 アンケート調査結果 
  第１回調査 23）は対象者 13ケ国 18名中 10名が回答（回収率 55.55%）,第２回調査



















図Ⅱ-5 帰国研修員の AP進捗状況 
   合計 3回のアンケート調査の対象 34名中回答があった 19名の研修員の APの進捗
状況は表Ⅱ-1が示す通り。 























回答 達成度 回答 達成度 回答 達成度
1 ルワンダ コーンシェラー ● × * × * × *
2 ルワンダ 足踏み脱穀機 ● ○ B ○ A ○ A
3 カンボジア 播種機 × * ○ B ○ A
4 アフガニスタン播種機 × * ○ D ○ D
5 ＰＮＧ 唐箕 ● × * × * × *
6 ＰＮＧ 足踏み脱穀機 ● × * × * × *
7 ブルキナファソエンジン付上扱脱穀機 ● × * × * × *
8 ルワンダ アタッチメント型播種機 × * × * × *
9 ルワンダ 手動式・播種機 ○ D ○ D ○ D
10 ガーナ 足踏み脱穀機 ● ○ C ○ C ○ C
11 タンザニア エンジン付下扱脱穀機 ● ○ D ○ D ○ D
12 ケニア エンジン付足踏み脱穀機 ● ○ D ○ D ○ D
13 カンボジア 手動式田植機 ○ B ○ B ○ B
14 タジキスタン トラクター用播種機 ○ B ○ A ○ A
15 キューバ 太陽熱乾燥機 ● ○ B ○ B ○ A
16 パキスタン 手動式除草機 ○ C ○ C ○ C
17 エチオピア テフブロードキャスター × * × * × *
18 ナイジェリア 足踏み式ポンプ ○ C ○ C ○ C
19 ブータン ソバ脱穀機 ● ○ D ○ D
20 エチオピア キャッサバスライサー ● × * × *
21 パキスタン 田植機 ○ C ○ C
22 パキスタン 籾殻ガス化炉 ● ○ C ○ C
23 ナイジェリア 籾殻ガス化炉 ● ○ B ○ B
24 ルワンダ 小型耘運機 ○ D ○ D
25 ルワンダ マルチ脱穀機 ● × * × *
26 ブータン コーンシェラー ● × *
27 エチオピア 人力稲播種機 × *
28 マダガスカル 足踏み脱穀機 ● ○ C
29 ミヤンマー 人力稲播種機 × *
30 ナイジェリア 足踏みポンプ × *
31 ナイジェリア 唐箕 ○ C
32 パキスタン 太陽熱トマト乾燥機 ● × *
33 ルワンダ コーンシェラー ● × *




























      表Ⅱ-2 AP実施状況一覧表（2014年 7月現在） 
 参加国  試作機 2012.3 2013.7 2014.7 試作機輸送有無 
ルワンダ 足踏み脱穀機   A   A  A 有 
タジキスタン トラクター用播種機   B   B  A 無 
キューバ 太陽熱乾燥機   B     B   A 無 
カンボジア 播種機   -   B  A 無 
カンボジア 手動式田植機   B   B  B  一部持ち帰り 
ナイジェリア 籾殻ガス化炉   -   B  B 有 
     A：APを達成した状況, B：APの実施に着手している状況（予算根拠有） 
 










 3-2-2 顕著な実績を残した研修員の事例 
  a）ルワンダの事例 
  アフリカ大陸中部に位置するルワンダは,国土 26,340km²,人口 1,200万人,一人当









は多くない。     
































   図Ⅱ-7 ルワンダにおける知識・技術の移転のプロセス 
 
  b）タジキスタンの事例 













   タジキスタンからの研修員合計15名の半数以上が所属しているタジキスタン科学
アカデミー農業研究所に，研究者として勤務しているParvin研修員は,2010年に農業















                
 写真Ⅱ-3 試作播種機 (於：JICA筑波)        写真Ⅱ-4 帰国後・改良播種機 
 























     
         写真Ⅱ-5 製作足踏み脱穀機 (於：JICA 筑波) 
 
 3-3 インタビュー調査から得られた帰国研修員の知識・技術移転活動 
  インドネシアの Joko研修員は,農業機械開発センター（Center for Development of 

















   2004年から Joko研修員とヤンマーインドネシア支社は, この除草機の製品化に向





















センタ （ーCFAMA）の技術者に指導した。総工費は約 20万アリアリ（日本円約 9千円）。 
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及された事例である。               











             




3-4 カンボジア・タイにおける農業機械化の現状と研修ニーズ  
 3-4-1 カンボジア 
 a）現況 
    インドシナ半島の南に位置するカンボジアは,国土 181,000km²,人口 1,500万人,
１人当たり GNP 1,108US＄/人の後開発途上国（2012年 UNDP分類）に分類される。
2015年までに, コメの輸出市場で, 世界の米櫃（Rice Basket）としての地位向上
のため, 400万トンの米生産の増産100万トンのコメ輸出を目標に掲げている 35）36）。 
 
 b）農業機械開発・普及機関 





機械研修への参加者が 5名技術者の約 20％を帰国研修員が占めている。 
 
              
    写真Ⅱ-10 DAEng本部外観    写真Ⅱ-11 DAEngワークショップ 
 











       
写真Ⅱ-12 他国援助の山積トラクター  写真Ⅱ-13 日本メーカー精米機 
 
   DAEngは「Strategic Plan for Agricultural Engineering in Cambodia」（2011.9）




   表Ⅱ-3 カンボジア・農業機械の導入累計の推移 35） 
 
   
    カンボジアではコメの収穫量が，直播方式と比較し 50%の収量増が期待される田植
方式が注目を集め,首相の命でドラムシーダを自国向けに開発し農家へ供与するとい













製品名 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
コンバイン 325     395     430     836     947     
トラクター 3,072  3,293  3,310  3,857   4,166   4,247   4,475   4,611   5,495   6,200   
脱穀機 3,780  4,199  4,967  6,220   7,338   7,795   8,036   8,237   13,798  14,390  
耕耘機 8,789  9,782  13,693 20,279  26,504  29,706  34,639  38,912  53,220  66,548  
精米機 30,542 31,507 32,945 36,531  38,606  38,618  38,680  39,429  47,620  48,217  
エンジンポンプ 64,406 82,622 99,875 106,569 120,968 127,610 131,702 136,061 164,974 166,633 
 35 
 
     


















            










ーグ式 32）である。写真Ⅱ- 18が示す通り白米の品質は良くなく，砕米率も高い。 
 
        























表Ⅱ-4   タケオ県の農家調査結果 
 
   
                 
    写真Ⅱ- 19  農家 Aが有する圃場     写真Ⅱ- 20 農家 Bが製造している唐箕 
 
e）農業機械産業の現状 









   プノンペン近郊の農業機械製造会社等では,輸入した鉄鋼材料を使用している。ほ
とんどは中国製。写真Ⅱ- 21 が示す通り一般機械部品は中国製が非常に多いが,ベ
アリング等は一部日本製も入っている。 
質問 農家Ａ 農家B 農家C
年齢 20才 49才 26才
結婚有無 未婚(家族7人) 既婚(家族7人) 既婚(妻子1)




























        
 写真Ⅱ- 21 中国製エンジン     写真Ⅱ- 22 現地工場が有する工作機械 
    




  (b) 野鍛冶 





           
                                写真Ⅱ- 23 金切鋏 
 
 （c）現地の農業機械メーカー 
    農業機械の現地製作は小さな町工場で製造されており,除草機や唐箕等の小型
機械から,大型で比較的簡易なトラクター用ディスクプラウ（写真Ⅱ- 24）・販売




















  1964年農林水産省のもとに設立された王立農業大学 (RUA： Royal University of 







   
   写真Ⅱ- 27  RUA農業機械学科棟      写真Ⅱ- 28  農業機械学科ワークショップ 
 40 
 
   卒業生が理論だけで卒業し,農業機械について実習も行われていない状況に,途上
国の教育・研究機関の脆弱さが露呈されている。ワークショップには随分昔に韓国か
ら供与されたハンドトラクターが放置されていた。 




































ち 43名は研究者,エンジニアは 45名。現在プレハーベスト部門に 9名,グリーンハウ




















      
   写真Ⅱ- 29   試作トラクター       写真Ⅱ- 30 アイアンバッファロー 
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        写真Ⅱ- 31   移植機          写真Ⅱ- 32  ピーナッツシェラー 
     
       写真Ⅱ- 33   代掻機             写真Ⅱ- 34 播種機 
  
 c）農業機械研修への新しいニーズ 










 3-5 カンボジア・タイにおける帰国研修員による知識・技術移転の成果と社会に 
      与えたインパクト 
 3-5-1 カンボジア 
  a）Savath研修員の事例 







       
写真Ⅱ- 35  試作播種機(於：JICA筑波)       写真Ⅱ- 36 帰国後・改良播種機 
    













       
写真Ⅱ- 37 試作田植機(於：JICA筑波)   写真Ⅱ- 38 帰国後・改良田植機 
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  c）所属長の帰国後の研修員の評価 











  d）まとめ 

















 3-5-2 タイ 




























   表 Ⅱ - 5  イ ン タ ビ ュ ー 調 査 結 果 一 覧 ( 調 査 国 ： タ イ )  
 
質問事項 Jiraporn研修員 Chanchai研修員 Suphasit研修員 Thitikarn研修員 .Chatchai研修員 Charun研修員
参加年 1884年 1987年 1988年 1995年 1997年 1999年
農業機械研修での
試作機 




























































































































     





































































































         
図Ⅱ-11  水平型（Type 2） 
 














   この水平型の知識・技術移転は,現地踏査を行ったカンボジアの他に,ガーナの事
例が分類される。ナイジェリア 40）,キューバ等から同様の事例が報告されている。 
 
 c）ツリー型（Type 3） 











図Ⅱ-12  ツリー型（Type 3） 
 





 d）複合型（Type 4） 



























  図Ⅱ-13 複合型（Type 4） 
    
   複合型（Type 4）の知識・技術移転は,数は限られているがタイ（カンボジア等で
成果発現）,インドネシア（マダガスカルで成果発現 35））の事例が該当する。 
 







  最初に Type１の垂直型の知識・技術移転は全世界で確認された事象である。 




























また,Type 1から Type 2を飛び越した Type 3の技術移転はあり得ない。 
























































  それぞれのプロセスにおける効果発現要因を他分野の先行事例研究 48）をもとに考
察する。知識・技術移転は時系列ごとにある一定の要因を満した後に発現し,次の段
階へと移行する。そのため各プロセスにおいては一定の要因を満たす必要がある。 





るのは困難であり,従って発現率は最終的には 3割程度となる。知識・技術移転の Type 
1から Type 2へ移行要因については，図Ⅱ-15が示す通り。 
 
 
図Ⅱ-15 Type1から Type2への移行要因 
 








識・技術移転を支援出来れば,この Step 2への移転可能性は格段に増すと推察される。 























識・技術移転の初期段階（Type 2及び Type 3）において,研修員が個人的な関係を利
用した知識・技術移転活動を行う傾向にあり，結果としてインフォーマルな知のネッ









    






























ザニア・エチオピア）合計 26ヶ国で形成されていると推察される 51）52）53）。 
 


















































    を利活用した農業機械・施設メーカーの海外進出 
 











































































 2-1 メーカー担当者に対する意識調査 
a) 研修インストラクターと共同でメーカー9社を選定し, 各社の事業概要把握のた
め各社 HP等を通じ情報収集を行う 
   b) 上述 a）で選定した９社に質問票を配布後, 訪問・面談を通じ農業機械研修の支
援にかかる企業行動および海外進出の意識調査を実施。調査概要は以下のとおり。
なお質問票は「研究倫理審査結果通知書」にて承認されたものである。 
   ・実施時期：2013年 1月-2015年 2月（随時） 
   ・対象社数：9社 
   ・選定方法：過去 10年に農業機械研修に工場見学等で協力を得たメーカー 
   ・調査方法：訪問に先立ち,質問票（巻末資料２）を送付,その後,各社にアポイン
トメントをとり,直接訪問しインタビューを実施する。 









 2-3 海外進出の意向を有する中小メーカーの海外進出への試み 
  上記 2-1の意識調査で海外進出の意向を示した中小メーカーに対し農業機械研修
を利活用した海外進出を試み，情報を収集し結果を分析する。概要は以下のとおり。 
・ 実施時期： 2013年 4月-2015年 3月 
・ 協力社数： 2社 




















  3-1-1 農業機械研修支援の理由 
   30年以上も農業機械研修を支援している社が 9社中 5社（55％）あった。特に中
小メーカーは農業機械研修の初期から会社訪問や工場見学等で継続的に関与してお
り,今後も支援の求めがあれば続けたいとの意向を有している。各社の農業機械研修
の支援の動機は,近年協力を開始した 3社を除き企業の社会的責任(以下 CSR : 
Corporate Social Responsibility)の理念が普及する以前の 30年も前から,地域の
社会貢献や政府の事業に対して民間企業の責務として支援しているとの回答が印象
的であった。 












表 Ⅲ - 1   農 機 ・ 施 設 メ ー カ ー 意 識 調 査 結 果 一 覧  
質問事項 A社 B社 C社 D社 E社
インタビュー相手職位 海外販売推進課長 海外事業部長 相談役 営業部長 専務取締役
従業員 10,387名 3,313名 1,050名 92名 50名
資本金 840億円 63億円 2.8億円 4,900万円 1,200万円












海外展開 有 有 有 無 無
将来的な海外への販路拡大 有 有 有 有 ？
本社所在地方 関西 関西 中国,四国 中部 中部
企業形分類 大企業 大企業 大企業 中小企業 中小企業






























研修員からの問合せ 有 有 有 有 有
研修員を切欠とした販売実績 無 無 有 有 有
海外進出への研修員の利用 無 無 有 無 無
農業機械研修への協力 有 有 有 有 有
海外進出へのＯＤＡ事業との連携 無 無 無 有 有
質問事項 F社 G社 Ｈ社 I社
インタビュー相手職位 代表取締役 代表取締役 営業部長 代表取締役
従業員 145名 41名 50名 123名
資本金 1.8億円 3,000万円 9,000万円 4,800万円




海外展開 無 無 無 無
将来的な海外への販路拡大 有 無 有 有
本社所在地方 北海道・東北 北海道・東北 中部 中国,四国
企業形分類 中小企業 中小企業 中小企業 中小企業
農業機械研修参画期間 10年未満 30年程度 10年未満 10年未満


















研修員からの問合せ 有 無 無 無
研修員を切欠とした販売実績 有 無 無 無
海外進出への研修員の利用 無 無 有 有
農業機械研修への協力 有 有 有 有












   3-1-2 国内における知のネットワークの形成 
   3-1-1の各メーカーの企業戦略と, 研修実施側の毎年研修・見学先を求めなくと
も良いという双方 Win-Winとなる関係が長期間継続された。これにより新規メーカ
ーに協力・支援を求める必要がなかった。結果農業機械研修インストラクターとメ
ーカーの間には, 国内においても知のネットワーク（JFMK-net: Japanese Farm 
Mechanization Network）が形成されていたことが明らかとなった。日本国内で形成
されている JFMK-netのイメージは図Ⅲ-3の示す通り。 























  a）単発型ビジネスへの展開 
 研修員の問合せから，単発的な商品販売（以下単発型ビジネスと称す）につなが
った事例は 4社。この単発型ビジネス事例は以下分類される。 



























図Ⅲ-4 研修員を通じた海外ビジネスモデル (単発型) 
   
    b）継続型ビジネスへの展開 
     本調査で直接投資行い海外進出（以下継続型ビジネスと称する）をしている大
手メーカーで，研修員を活用して海外進出を行った社の事例を紹介する。 









  3-2-2 大手農機・施設メーカーの海外進出モデル 










































  3-2-3 中小メーカーの海外進出ビジネスの阻害要件 



































  3-2-4 意識調査のまとめ 
 本調査の結果，農業機械研修インストラクターとメーカーの間には, 途上国と
























 3-3-1 会社概要と海外進出の契機 















 3-3-2 海外進出までのプロセス 
   2009年の長粒種用精米機の開発の決定をしたタイワ精機 63）は国内での製品改良
を経て, 翌年 2010年 8月に資本金 10万ドルでプノンペンに現地法人（Taiwa Seki 
(Cambodia) Corporation）を設立, 従業員 3名で現地長粒種用精米機の 1ｔ精米機
性能試験を開始させた。現地法人の社長は日本に留学していたカンボジア人（現在
カンボジア留学生会会長）。2012年にカンボジア工場建設のための用地の取得, 3
トンの精米機工場の建設（総額：1 億 5千万円）を経て 2013年 7月に竣工した。そ
の後従業員を 10名に増員，同年 10月に本格稼働が開始された。 
 
     




   海外進出を社として最初に決定してから 13年,再決定から 4年の歳月を有し，本
格的にカンボジアで事業を展開する運びとなった。 


















表Ⅲ-2  タイワ精機のカンボジア進出経過 
 

















































 3-4-1 Ｄ社の事例 
 a）企業概要と海外進出 































































   現地適応化試験は，3グループ（各製品毎）に分かれ 2種類の籾の Husking ratio, 







































表Ⅲ-3  Ｄ社の海外進出までの経過 
 
  











































 3-4-2 Ｈ社の事例 
 a）企業概要と海外ビジネス 













単価 数量 小計 単価 数量 小計 単価 数量 小計
航空代 100,000  1 100,000 100,000  1 100,000     
ホテル代 8,000     6 48,000   8,000     13 104,000     
日当 10,000    6 60,000   10,000   13 130,000     
航空代 100,000  2 200,000 100,000   1 100,000   100,000  4 400,000     
ホテル代 8,000     12 96,000   8,000      3 24,000    8,000     52 416,000     
日当 10,000    12 120,000 10,000     3 30,000    10,000   52 520,000     
帰国研修員必要経費 通訳費 -          15,600     3 46,800    31,200   10 312,000     
車代(燃料費込） 12,000    7 84,000   12,000     4 48,000    12,000   14 168,000     
食事代 7,200     6 43,200   2,400      2 4,800      14,400   13 187,200     
製品提供費 150,000  3 450,000     
製品輸送費 100,000  1 100,000     
材料費 321,600  1 321,600     
人件費 10,800   10 108,000     
その他必要経費 300,000  1 300,000     














年 10月 JICA筑波へ希望を出し 500kgの籾を譲り受け，社内で実験を開始した。 
 b）海外ビジネスへの試み 














   2014年 10月から社内で着々と進められているＨ社の海外進出への試みは, 2015
年 2月の研修インストラクターの正式な提案により 途上国のFMK-netの構築と連携
を視野に入れつつ進めている。Ｈ社の海外ビジネスまでの経過は表Ⅲ-5が示す通り。 
                    
表Ⅲ-5 Ｈ社の海外ビジネスの経過 




































 3-4-3 結果の考察 






   本試みの利点は，ネットワーク形成に限定されることなく農業機械研修の支援を
通じて,途上国のユーザーとなる農業機械専門家の意見を聞くことも出来ることで
ある。また JICA筑波経由で長流種米を入手も可能であり,国内にいながら自社製品
必要経費 単価 数量 小計
ネリカ米籾輸送代 20,000   2 40,000    
製品輸送費 10,000   2 20,000    
その他必要経費 1,000    12 12,000    













3-5 中小メーカーの海外進出への機会創出モデル  
 3-5-1中小メーカーの海外進出への機会創出モデル 








  図Ⅲ-9  中小メーカーの海外進出への機会創出モデル（大手メーカーとの対比） 
 































































  ・中小メーカーの限られた人員でも対応可能な現実的なプロセスである点 
・中小メーカーが直面している懸念は，農業機械研修を通じて解消し海外進出する
前に国内で実施にする点 















  a)日本国内でのネットワーキング促進活動 
    中小メーカーと途上国の FMK-netの連携促進を促すべく農業機械研修の３つの
ステージでネットワーク強化活動を行う。具体的な連携促進イメージは 図Ⅲ-10
が示す通り。 
  （a）研修開始前 
    ・途上国で通用する製品の選定（農業機械研修に協力している中小メーカーの製 
品と海外進出の意向の再点検による途上国でも販売可能な製品の発掘） 
   ・農業機械研修への中小メーカーの参加依頼,研修資機材（製品）の研修活用 
  （b）研修実施中 









   ・研修最後の試作機評価に,中小メーカー担当者に製品としての評価をもらう 
  （c）研修終了後 





図Ⅲ-10  JFMK-netのネットワーク強化活動の前後の比較 
 
b) 途上国の FMK-netと中小メーカー間の連携促進活動 
      上記 a）と同時に途上国で形成されている FMK-netを活用し,ネットワークの強
化,および中小メーカーとの橋渡しを行う。カンジアで行われた活動事例を( )書
きで記す。具体的な連携促進イメージは 図Ⅲ-11が示す通り。 
  （a）途上国農業機械開発部局（カンボジア農林水産省農業機械部が該当） 
   ・ 農業機械研修への参加のための日本側関係機関との各種調整 
      ・ 帰国研修員の試作機を完成させるため E-mail等通じた定期的フォローアップ
と技術指導,アドバイス 
































   ・ 農機・施設メーカーの実験先選定と現地訪問調整 
   ・ 現地訪問の際の帰国研修員の参集と協力依頼の取り付け 
 
  （b）途上国農業機械関連学科を有する農業大学（カンボジア王立農業大学） 
  ・ 帰国研修員へのコンタクト,中小メーカーの製品の照会と実験先の適否の確認 
  ・ 製品現地適応実験のための材料の入手と実験補助員の確保の確認および製品
贈呈に係る維持管理の確認 
   ・ 途上国農業機械開発部局の製品試験の参加と改良試作機の説明,学生に対する
説明会の開催 
   ・ 中小メーカー現地訪問の際のアレンジ支援 




























































































第Ⅳ章 途上国の農業機械化を加速させる JICA農業機械研修 
    への提言 
 





















図Ⅳ-1 直接投資の最も大きな課題・リスク取引面 66） 





























 2-1 途上国の農業機械化ニーズを十分反映させたコンセプトの創出 







 a) 地域に密着した詳細な調査に基づき, 農民が求める農業機械化の本質を明らかに
し, 検証することが必要 
                                                                                             
5 アフリカ稲作振興のための共同体(CARD),アフリカのコメ生産国,研究機関等が参加,2018年までにコメ年
間生産量を現行 1400万 tから 2800万 tへ倍増を目標とした支援活動を行う国際協議グループ。 
















 b) アフリカ地域の機械化初期における小型農業機械導入においては, 特に畜力用プ
ラウ並びに脱穀機の改良開発の重要 
 c) 上記小型農業機械の普及を支える社会基盤創出のために, 農民・普及員・大学・ 研
究所などの研究者並びに製造工場が一体となった活動が必要 



















































































































































































































 c）簡単なPC操作（Word, Excel, Power Pointなど）ができる。 




















  A）農業機械設計/製作実務経験, 農業機械の開発研究/学生への指導経験を有する, 
あるいは, 農業機械の普及業務経験を有する (*5年以上の経験を有することが
強く望まれる) 
  B）研修を受講するにあたり 十分な英語力を有する。 
  C）基本的なPC操作（Word/Excel/PowerPointなど）ができる。 
















  a）研修実施方法 







  b）研修項目 







   まずは「農機具設計・製作」は，本研究結果から研修員の帰国後の有形・無形の
財産となっており,本コース特有であるため,研修項目を大きな柱と位置付け,時間
配分は全体の研修科目の 50％とする。 



























図 Ⅳ - 5   新 し い 農 業 機 械 研 修 構 成  
農業機械化計画(稲作１） 2 農業機械化計画(畑作2) 2 日本の農業機械化発達史 2 PCM,PDMの講義 4
農業機械化計画(調査3) 2 農産物流通システム 2 JICA の農業プロジェクト 2
農業協同組合 2 日本企業の製品開発過程 2
金属材化学 2 日本のものづくり概論 1 農業機械設計論 2 耕起用機械概論（畜力） 1 農地保全型農法 2 中小企業による海外進出紹介（１） 2
田植機設計概論 1 土質力学 2 収穫後処理技術 1 中小企業による海外進出紹介（2） 2
太陽光乾燥機設計概論 1 農業原動力概論 1 収穫後処理技術（ロスの問題） 1
脱穀機設計概論 2 機械要素概論 2 田植機概論（代掻機含む） 1
唐箕設計概論 2 歪みゲージ概論 1
収穫機設計概論 1 SGD設計概論 1
播種機設計概論 2 防除機概論 2






溶接実習 6 工作機械実習# 設計製図実習 10 設計試作(Ax10) # 性能テスト(Ax5+Bx5) 20
試作(Bx10) # 性能テスト検討会(A+B) 4 耕起用機械操作実習 2 2 農家調査実習 10 ｲﾝｾﾌﾟｼｮﾝﾚﾎﾟｰﾄ発表会 2
野鍛冶実習(1) 2 性能テストと試作まとめ 20 耕耘機ほ場性能テスト 6 農家実習発表会 2 PCM,PDM演習まとめ 8
野鍛冶実習(2) 2 試作検討会(Ax5+Bx5) 6 代掻機実習 2 農機具試作ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ 6
歪ゲージ実習 2 発表会(ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ） 2
エンジン性能テスト 2 田植え実習 2 ファイナルテスト 2


































































 2-3-2 技術項目 




















































1 . 技術項目 農業機械設計論 大項目 農機具設計・製作
2 . 技術項目 金属材化学 大項目 農機具設計・製作
3 . 技術項目 田植機設計概論 大項目 農機具設計・製作
4 . 技術項目 ニッポンのモノづくり概論 大項目 農機具設計・製作
5 . 技術項目 播種機設計概論 大項目 農機具設計・製作
6 . 技術項目 唐箕設計概論 大項目 農機具設計・製作
7 . 技術項目 歪ゲージ概論 大項目 農機具設計・製作
8 . 技術項目 風車設計概論 大項目 農機具設計・製作




































10 . 技術項目 乾燥機設計概論 大項目 農機具設計・製作
11 . 技術項目 脱穀機設計概論 大項目 農機具設計・製作
12 . 技術項目 収穫機設計概論 大項目 農機具設計・製作
13 技術項目 太陽熱乾燥機設計概論 大項目 農機具設計・製作
14 . 技術項目 土質力学 大項目 農機具設計・製作
15 . 技術項目 機械要素機概論 大項目 農機具設計・製作
16 . 技術項目 農業原動力概論 大項目 農機具設計・製作
17 . 技術項目 エンジン性能テスト及び分解組立 大項目 農機具設計・製作
18 . 技術項目 野鍛冶実習(1)及び（２） 大項目 農機具設計・製作
19 . 技術項目 歪ゲージ実習 大項目 農機具設計・製作
20 . 技術項目 溶接実習 大項目 農機具設計・製作
目標･ねらい：電気溶接、ガス溶接、ガス切断技術の習得
21 . 技術項目 工作機械実習 大項目 農機具設計・製作
目標･ねらい：各種工作機械の利用技術の習得
22 . 技術項目 試作検討会(1) 大項目 農機具設計・製作
目標･ねらい：研修員が取り上げる試作機の検討会














































 b）日本の農業機械化と産学官ネットワーク構築  













24 . 技術項目 設計試作及び試作 大項目 農機具設計・製作
25 . 技術項目 性能テスト及び検討会、試作結果の取りまとめ 大項目 農機具設計・製作
目標・ねらい：試作機の性能テスト及び結果の検討・取りまとめ









1 . 技術項目 耕運機用機械概論 大項目 農業機械化・ネットワーク
2 . 技術項目 田植機概論 大項目 農業機械化・ネットワーク
3 . 技術項目 防除機概論 大項目 農業機械化・ネットワーク
4 . 技術項目 除草機概論 大項目 農業機械化・ネットワーク






















6 . 技術項目 籾摺精米機概論 大項目 農業機械化・ネットワーク
7 . 技術項目 収穫後処理技術 大項目 農業機械化・ネットワーク
8 . 技術項目 農業機械化計画ー稲作ー 大項目 農業機械化・ネットワーク
9 . 技術項目 農業機械化計画ー畑作ー 大項目 農業機械化・ネットワーク
10 . 技術項目 農業機械化計画-調査- 大項目 農業機械化・ネットワーク
目標・ねらい：農業機械化調査と評価
研修の方法・想定される講師等：農業機械研修インストラクター
11 . 技術項目 日本の農業機械化発達史 大項目 農業機械化・ネットワーク
目標・ねらい日本の農業機械発達の経緯
研修の方法・想定される講師等：農業機械研修インストラクター
12 . 技術項目 農産物流通システム 大項目 農業機械化・ネットワーク
目標・ねらい日本における農産物流通システム
研修の方法・想定される講師等：農業機械の開発を担当している研究者
13 . 技術項目 農業協同組合 大項目 農業機械化・ネットワーク
目標・ねらい日本の農業協同組合組織の概要
研修の方法・想定される講師等：全農関係者
14 . 技術項目 農地保全型農法（森林農業など） 大項目 農業機械化・ネットワーク
目標・ねらい自然環境と共存した農業経営手法
研修の方法・想定される講師等：JICA筑波研修指導者
15 . 技術項目 防除機性能テスト 大項目 農業機械化・ネットワーク
目標･ねらい：背負い式散布機、ミスト機、動噴機の簡単なテスト方法
16 . 技術項目 農家調査実習 大項目 農業機械化・ネットワーク
目標・ねらい農家調査の実施
研修の方法・想定される講師等：農業機械研修インストラクター
17 . 技術項目 農機安全運転操作 大項目 農業機械化・ネットワーク
18 . 技術項目 耕起用機械概実習 大項目 農業機械化・ネットワーク
19 . 技術項目 耕耘機ほ場性能テスト 大項目 農業機械化・ネットワーク







































  c）農業機械普及の計画立案 






   ・在外補完研修も本邦研修の一環として組み入れ,農業機械研修の過去の研修員が  
活躍しているタイの農業機械化政策,農業機械開発およびその普及経験を研修
員の AP実施に生かす。農業機械研修の帰国研修員が活躍している Agricultural 
                                                                                             
7 Project Cycle Management の略。開発援助プロジェクトの実施・計画・評価という一連のサイクルを管理
運営する方法。 
 
21 . 技術項目 田植機ほ場性能テスト 大項目 農業機械化・ネットワーク
22 . 技術項目 コンバイン、リーパーの性能テスト 大項目 農業機械化・ネットワーク
23 . 技術項目 脱穀・籾摺精米機、及び日本製収穫機の実演 大項目 農業機械化・ネットワーク
24 . 技術項目 ポンプテスト 大項目 農業機械化・ネットワーク
25 . 技術項目 農家実習発表会 大項目 農業機械化・ネットワーク
目標・ねらい：農家実習での調査の発表
26 . 技術項目 筑波大学、試験場見学 大項目 農業機械化・ネットワーク
27 . 技術項目 研修旅行（２） 大項目 農業機械化・ネットワーク






































1 . 技術項目 PCM,PDMの講義 大項目 普及計画立案
目標・狙い：PCM,PDMとは何か、その定義と計画立案手法
研修の方法・想定される講師等：開発コンサルタント
2 . 技術項目 JICA の農業プロジェクト 大項目 普及計画立案
目標・ねらいJICAの農業プロジェクト事例紹介
研修の方法・想定される講師等：　JICA筑波職員
3 . 技術項目 日本企業の農業製品の開発について 大項目 普及計画立案
目標・狙い：民間企業が製品を開発する過程と留意点について、マーケティングもお含めて理解する
研修の方法・想定される講師等：開発コンサルタント
4 . 技術項目 日本の中小企業の海外進出ビジネスの紹介と製品紹介（１） 大項目 普及計画立案
目標・狙い：中小農業機械・施設メーカーで海外進出した会社の事業紹介と海外進出への道のりの紹介
研修の方法・想定される講師等：海外進出を果たした中小農業機械・施設メーカー
5 . 技術項目 日本の中小企業の海外進出ビジネスの紹介と製品紹介（２） 大項目 普及計画立案
目標・狙い：中小農業機械・施設メーカーで海外進出した会社の事業紹介と海外進出への道のりの紹介
研修の方法・想定される講師等：海外進出を目指す中小農業機械・施設メーカー
6 . 技術項目 インセプションレポート発表会 大項目 普及計画立案
7 . 技術項目 PCM,PDMの演習（農機具開発）及びまとめ 大項目 普及計画立案
8 . 技術項目 農機具試作ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ(1)作成及び発表会 大項目 普及計画立案
9 . 技術項目 ファイナルテスト 大項目 普及計画立案




























11 . 技術項目 日本からタイへ進出した農機メーカー訪問 大項目 普及計画立案
目標･ねらい；日本の企業の現地の生産活動を見て、日本の品質を確認する　　　
12 . 技術項目 バンコク近郊地元中小農機具メーカーの見学(タイ） 大項目 普及計画立案
目標･ねらい：研修先の近郊の中小企業を見学する。　　
13 . 技術項目 タイの農業機械と改良 大項目 普及計画立案
目標･ねらい ：タイの官民連携による農業機械化を学ぶ  
14 . 技術項目 タイの農業機械化とコントラクター 大項目 普及計画立案
目標･ねらい：タイ農業におけるコントラクターの機械化への貢献と課題     　
15 . 技術項目 タイの農業機械化 大項目 普及計画立案
目標･ねらい ：タイの農業機械の開発と普及の現状  タイの農業機械の開発と普及の現状
16 . 技術項目 タイ北部農家視察 大項目 農業技術普及
17 . 技術項目 タイの収穫後処理技術センター（農業機械の開発） 大項目 普及計画立案
目標･ねらい：AERIの収穫後処理センターで開発された機械の開発状況を研修
18 . 技術項目 タイの農業機械普及活動の現状と視察 大項目 普及計画立案
目標･ねらい：AERIの農業普及センターを訪問し、農業機械普及員の役割と業務を理解する
19 . 技術項目 農機具試作ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝの意見交換 大項目 普及計画立案











































































図Ⅳ-6  新しい農業機械研修の研修指導体制 
 
























































 2-4-4 学位取得に向けた大学との連携 












 2-5 研修効果を進展させる研修員の多角的評価の実施 





















図Ⅳ-7  農業機械研修の多角評価コンセプト 
 




















   a）試作機評価 





  b）技術プロポーザル評価 










 2-3-3 能力評価 
































































        図Ⅳ-8  農業機械研修とＦＵ協力を組合せた支援 
 










































































表Ⅳ-9  新たな技術協力プロジェクト概要（案） 
 





























































 3-3 ODAを活用した中小企業等の海外展開支援事業との連携 
  2012年以来日本政府は, 中小企業の優れた製品や技術を途上国の開発に活用する
ことで途上国の開発課題の解決と日本国内経済の活性化を目指し, ニーズ調査（外務









  本研究を通じミヤンマーは,既に FMK-netが確認された国であること,また,人口約
5,000万人,1人当たり GDP868ドル,経済成長率 6.4％で,民生移管後「アジア最後の
フロンティア」と呼ばれており,今後の経済成長が期待されている。更にベトナムの






























































































































   

































第Ⅴ章  結 論 
 


































































































































































































































































































                                                                                             
92013年 10月に中国の習近平・国家主席が,アジア太平洋経済協力会議（APEC）首脳会議で提唱した,アジア
インフラ投資銀行（Asia Infrastructure Investment Bank: AIIB）の設立から,官民一体となったアジア・
太平洋地域へのインフラ支援を融資の面から支援を行なう機関。現在,70ヶ国あまりの加盟国が見込まれて


















   
 東南アジア地域は世界の人口の 6割が集中しており,2020年までにはさらに 7%の増加
が見込まれている。同地域では TPP(環太平洋経済連携協定)や AEC(ASEAN経済共同体)等,
新たな自由貿易圏の形成と市場統一・経済統合が推し進められており,今後域内の GDP














Effective methodologies for knowledge and technology transfer with regard 






 Japan’s Official Development Assistance (ODA) began in 1954 after the Japanese 
government became a signatory to the Colombo Plan. A “Rice production 
mechanization” course, held in 1964, was the first training course in the field of 
farm mechanization undertaken by the Overseas Technical Cooperation Agency 
(OTCA), the predecessor of JICA. After the Tsukuba International Agricultural 
Training Center (JICA Tsukuba) was opened in Tsukuba Science city in 1982, the 
Farm mechanization training (hereinafter referred to as FMT) courses were 
transferred to the JICA Tsukuba site. Administrators, researchers, and engineers 
from governmental institutes in developing countries attend the FMT courses for 
the purpose of human resource development towards promoting farm 
mechanization in their countries. At the end of March 2013, the total number of 
FMT courses undertaken since the first course reached 757 drawing participants 
from 76 countries. (3.5% of JICA Tsukuba total 21,439 participants) 
 
 The duration of a FMT is 9 months which is a relatively long period when 
compared with JICA training courses in other fields. (JICA Tsukuba implemented 
30 group-training courses in the field of rural development. About 16.6% of the 
courses was long period course.) Participants are encouraged to learn about 
agricultural mechanization and examine case studies of practices in Japan thereby 
gaining a basic knowledge and practical understanding of the technology necessary 
to produce agricultural machinery. Participants are expected to develop prototype 
machines that would fulfill the requirements of their home countries for small-scale 
farmers. Field trips to national institutes and agricultural machinery/facilities 
manufacturers (hereinafter referred to as Enterprises) are also arranged as part of 
the courses. 
 The contents of the training courses have been revised periodically in response to 
changing needs. An important component of the training is the high level of support 
participants received from two FMT instructors throughout the duration of the 
course.  Assistance is on offer for the entire process of producing proto-types: 
planning, design, blue prints, trialing, function testing, and report writing. The two 
FMT instructors provide detailed attention, from the participants’ action plans 





In spite of the fact that substantial training courses have been carried out for more 
than 50 years, there has been little research undertaken as to how effectively 
participants have absorbed the knowledge that they have learnt in Japan and by 
what methodologies they may have later applied it in their home countries to 
promote farm mechanization. 
 
 Japan’s ODA budget was reduced after the collapse of the bubble economy and the 
subsequent recession in the 1990’s; with the budget allocated in 2012 being only 
half of that for 1997. The authors consider that it is time to reconsider the recent 
emphasis of Japanese ODA which has been focused on developing the business 
environment, infrastructure, and law enforcement, towards the aim of further 
assisting Japaanese companies to extend their overseas business from 2013. 
Therefore, it would be advisable to reassess the present day situation, consider 
difficulties with the existing FMT and possible modifications to the courses 
provided form the small and medium enterprises (hereinafter refer to as SMEs). 
  In this study, the authors inspected and clarified the actions taken by 
participants to advance farm mechanization in their home countries after having 
attended FMT. This paper examines the post-training effect in accordance with the 
amount of time elapsed after the courses, together with the impact of the knowledge 
and technology transfers (hereinafter referred to as the Transfer). Furthermore, the 
prolonged recession, rapid depreciation of the yen and aging agricultural workforce 
has raised challenges for JAPanese SMEs. There is a pressing need for such 
enterprises to engage in targeted overseas expansion. In such a situation, the 
hypothesis is that FMT participants, as it presently, exists in the world, are an 
effective instrument for Japanese SMEs to gain: personnel contacts, information 
about developing countries’ needs, and identification of potential partners, at an 
early stage of overseas operations, such as, for the tion and market testing of 
products for local use. 
 
2. Methodology 
 In this study, the following surveys and actions were performed to ascertain an 
effective methodology for the transfer of knowledge regarding in-the-field farm 
mechanization for developing countries. Moreover, it was proposed that the 
following method be adopted to assess FMT for practical use in assisting businesses 
with overseas expansion. 
The following seven kinds of surveys and actions were undertaken: 
1) Examination of past final reports on FMT written by instructors together with 
Action Plans (hereinafter referred to as AP), and final outputs produced by 




2) Distribution of questionnaires regarding to the progress of AP and the details of 
activities to 34 participants (10 participants in 2009, 7 participants in 2010, 7 
participants in 2011,10 participants in 2012) on the “Development farm machinery 
for small-scale farmers” course. The first survey was conducted in November 2012. 
The second survey was conducted in June 2013 and the last survey was conducted 
in July 2014. 
3) Life history survey method undertaken with 19 participants continuously who 
completed the questionnaire, see above item 2) from July 2013 to September 2014. 
-Survey on the knowledge and technology transfer activity and the budget 
allocation after completion of the training course. 
4) Identification and focusing on participants who exhibited noticeable results in 
the life history survey, item 3), and undertaking field surveys at Bangkok, Thailand, 
and Phnom Penh, Cambodia, to confirm the information provided. The first survey 
was conducted in November 2012. The second survey was conducted in December 
2013. 
・Survey on the acquisition and use of knowledge and technology after completion of 
the training course. Participants, participants’ supervisors and other involved 
persons were questioned. 
・Survey of fieldwork for agricultural mechanization in the respective countries and 
a fact-finding survey on the overseas expansion of Japanese Enterprises. 
5) Distribution of questionnaires and visiting surveys to nine companies who had 
taken part in FMT courses and had started or wished to start overseas operations 
from November 2012 to October 2014. 
・In the interviews, the Enterprises were asked to give the reasons for their 
involvement with FMT, their desire to expand operations abroad, and on perceived 
potential obstacles to commencing overseas activities. 
6) Mediation to help construct a network between two Japanese enterprises and 
participants together with FMT instructors using the FMT from March 2013 to May 
2015. 
・As an exercise to facilitate the formation of connections between the participants 
and the Enterprises, whitening machines from two SMEs were chosen for 
performance testing.  
・The companies’ representatives in charge of product development explained the 
function and history behind the machines’ development allowing the participants to 
gain a full understanding of the machines’ advantages.   
・This was followed by visits to the companies’ factories where the participants were 
able to observe the manufacturing processes for the machinery. 
 7) Examination of the effectiveness of networking between Japanese enterprises 




・The Authors and FMT instructors monitored how participants transferred 
knowledge and technology after they returned to their countries. Advice was offered 
via e-mail and social network tools; Facebook and LinkedIn, thereby ensuring that 
participants could join the existing FMK-net or, alternatively, effectively create a 
new network. 
・An FMT instructor also planned and coordinated a project to expand and 
strengthen FMK-net. The instructor accompanied the Enterprises on an overseas 
research trip, providing advisory and translation services, while also offering 
technical assistance to participants and their organizations.  
 
3. Results and Discussion 
3.1 Case studies examining forms of Transfer  
  It was confirmed that the participants transferred their knowledge, learnt 
through the FMT courses in Japan, on return to their home countries using the 
types of method.  
3.1.1 Horizontal Transfer (Type 1) 
  In Horizontal Transfer, the acquired knowledge of participants is transferred to 
their supervisors and/or colleagues through reporting within their own group. As 
the training courses form part of ODA; the participants are considered to be 
representatives of their countries and are required to submit written reports of 
their training courses and present their findings to their colleagues within one 
month after returning from Japan. Through this reporting system, the knowledge, 
technology, and APs made by participants in Japan are further disseminated. 
However, with this system, the impact of spreading outputs from the FMT for the 
promotion of farm mechanization in their home countries is at a minimal level.  
3.1.2 Vertical Transfer (Type 2) 
  With Vertical Transfer, the transfer is performed through seminars or workshops 
with various sections from within, or from outside, the participants’ 
organizations.After having obtained permission from their supervisors, some 
participants undertake continuous implementation of their APs during their daily 
work and all Transfers should take place within 6 months of the participants return 
home. A small sum is allocated to the participant’s supervisor from within the home 
country organization’s budget to cover any associated costs. Vertical Transfer is 
considered to be more effective in comparison with Horizontal Transfer (Type 1), as 
the learnt knowledge can be spread to people beyond the participant’s organization. 
In this situation, the impact of the Transfer of farm mechanization promoted by the 
participant is often limited by budgetary considerations. A case study from 
Cambodia is used as an example; 
  Cambodia is classified as the Least developed country by the UNDP. Cambodia’s 




million tons/year and to increase rice exports to 1 million tons. Ten technical staff 
from Cambodia have attended FMT courses in the past. Half of these participants 
belong to the DAEng (Department Agricultural Engineering, Ministry of 
Agriculture). DAEng’s objective is to develop and extend agricultural machinery 
products to rural areas. APproximately, 20% of technical staff from DAEng has 
attended FMT courses; furthermore, the Director of DAEng has also attended a 
JICA Training course. There have been cases where participants have applied 
knowledge and technology learnt in Japan towards improving prototypes within the 
participant’ organization and by developing new types of Seeder. 
  Similar kinds of Vertical Transfer have also been reported from Ghana, Nigeria, 
and Cuba. 
3.1.3 Tree Style Transfer (Type 3) 
  In Tree Style Transfers, the participant’s organization involves other 
organizations that are not directly related to the agricultural engineering field but 
concerned with budget allocation or involved in the implementation of a specific 
project. With a Tree Style Transfer, it is necessary to allocate a budget and to 
identify suitable human resources within the related organization. Normally, it will 
take between one to three years to implement a project after the participant has 
returned to their home country.  Nonetheless, Tree Style Transfers appear to 
impart a positive effect towards implementation of agricultural mechanization 
within the participants’ home countries. The following case study from Rwanda is 
used as an example; 
  The Republic of Rwanda is categorized by the UNDP as a Least developed country 
and more than 90% of its labor population works in the agricultural sector. The 
Strategic plan for agriculture in Rwanda foresees a shift towards market-oriented 
agro-business from the current self-sufficiency agriculture through increasing 
investment. Therefore, agricultural mechanization is considered to be an urgent 
task for the country. In recent years Rwanda has been the largest contributor of 
participants attending the FMTs. Presently, the adoption of agricultural 
mechanization is at only four percent; therefore, farming activities remain largely 
dependent on human and/or animal power. 
  One participant, working within the Ministry of Agriculture and Animal 
Resources (MINAGRI), modified an original prototype of “pedal thresher” developed 
by instructors during the FMTs. This modified prototype was demonstrated within 
their organization and given coverage in the local media. The resulting attention 
prompted the local JICA office, to fund a related nation-wide workshop facilitated 
by FMT instructors from Japan in cooperation with former FMT participants. The 
success of this workshop led a local private company, Metal Work Solution Ltd, to 
commercialize the prototype under the trade name ‘the machine’. Subsequently, ‘the 




project, and 50% of the funding necessary for mass production was subsidized by 
USAID. This resulted in 200 machines being leased freely to framers in rural areas.  
This is an example of a prototype developed by participants spreading out to 
farmers as the final beneficiaries. The prototype produced by one participant during 
his stay in Japan resulted in farmers receiving tangible benefits; drastically 
reducing the labor involved in the rice threshing process and freeing time for the 
cultivation of alternative crops. It has been reported that production volumes for 
other crops increased by 140% during this period. ‘the machines’ are still sold in 
markets in Rwanda and have received some further development and modification. 
It generally takes 3 years to realize the impact of the FMT. In brief, FMT have 
provided a strong impact in Rwanda.  
  Tree Style Type Transfer produced a strong impact towards agricultural 
mechanization in Rwanda and similar results have also been observed in 
Bangladesh, Tajikistan, and Bhutan. A correlating factor between these cases is the 
existence of an enthusiastic participant who initiates processes leading to the Tree 
Type Transfer exchanges. Motivation of individual participants appears to bear a 
close relationship with the success of Transfers in developing countries. 
3.1.4 Complex Style Transfer (Type 4) 
  A Type 4, Complex Style Transfer is defined as knowledge acquired during the 
FMT by a participant who subsequently spreads beyond their country. This type of 
Transfer provides a great impact towards agricultural mechanization in both the 
participant’s country and neighboring countries. It is this type of transfer, which 
has produced some of the most significant outcomes during the past 50 years of 
FMT. However, as it involves various institutions and participants’ organizations, 
such as, an institute to research the machine and a local private enterprise to take 
up mass production, it generally takes a long time, often more than 5 years to 
realize the impact of the FMT. Therefore, it is rare to witness a successful case with 
this type of transfer; nonetheless, it is still worthwhile focusing on this Transfer 
type as a potential progression onwards from Type 2 and Type 3 Transfers. Below is 
a case study from Thailand; 
  Thailand is a country at the center of the Indochina peninsula. Between 1985 to 
1996, Thailand experienced one of the world’s highest economic growth rates as it 
transformed into a newly industrialized country (a semi-developed country as 
categorized by the UNDP) that began to export industrial products rather than 
depending substantially on crop production. This transformation is widely 
considered to be partly the result of Thailand’s policy to accept direct foreign 
investment and to invite manufacturing companies from Japan, USA, and the EU, 
to locate within the country. The following companies have local 




a local corporation in 1978; SATAKE Co. established an office in 1978, and Iseki Co. 
Ltd opened a branch office in 2013. 
  The total number of participants from Thailand having completed FMT courses is 
58, with most participants on the “Farm machinery design course” (1982-2000) 
belonging to the Agricultural Engineering Research Institute (hereinafter referred 
to as AERI). The survey shows that 70% of participants continued to develop their 
prototypes, produced during the FMT, as part of their day-to-day activities after 
returning to their countries. Examples of modified prototypes are Pump, Sowers, 
Power tiller, Bush cutter, Rice husk furnace, Sprayer, Dryer, Rice huller, Fruit and 
vegetable dryer, Fruit grader etc. In particular, participants’ modified prototypes 
for a Pump and Power tiller were test-manufactured with local private enterprises 
and blue prints produced. These prototype machines went on to be manufactured 
and full production undertaken by a local company. Machines were exported to 
several other countries in the Indochina peninsula, which resulted in a rapid 
expansion of Agricultural mechanization across a whole region. Annually, 200,000 
to 300,000 Pump units are exported, and more than 800,000 Power tillers (a 
walking type tiller called the Iron Buffalo) were exported from Thailand to countries 
in the Indochina peninsula.   
Complex Style Transfers can spread beyond national borders giving a great impact 
upon agricultural mechanization. A similar case has also been reported from the 
Agricultural Machinery Development Institute, Ministry of Agriculture, in 
Indonesia. 
 
3.2 Mechanisms for the Transfer (Formulating FMK-net) 
  Through analyzing the case studies, considered above 3.1, together with the 
timing and utilization of the transferred knowledge and technology after 
participants returned to their home countries, it is possible to expound similar 
mechanisms for knowledge and technology transfers throughout the world.  It was 
noted that an informal knowledge network (hereinafter called “FMK-net”), had been 
created among the experts as a by-product of the training after third parties, such 
as private enterprises and other similar types of organization, became involved in 
Transfer process. 
Considering the case study of Cambodia, described above 3.1.2, it can be seen that 
an informal network has already been established between the DAEng and RUA. 
The head of Faculty from Agricultural technology and management (FATM), RUA 
has attended FMT course. His predecessor is the Director of the DAEng. In this 
connection, there are 100 students attending the Agricultural Machinery course at 
FATM with graduate students from RUA being employed within DAEng every year 
and create informal network using personal relationship.  Through an informal 




activities has been facilitated. It was found during the field survey that it was this 
type of network that had grown to become the FMK-net in Cambodia.  
  At the level of Tree Style Transfer, the case of Rwanda described above in 3.1.3, 
illustrates a situation where the implementation of a national seminar and the 
USAID project assisted with the formation of an agricultural engineering 
community between not only, the direct participants of FMT but also involving 
other organizations and experts. With the further progression of agricultural 
engineering some of these networks will became formalized communities for 
agricultural engineering leading the promotion of farmmechanization in Rwanda in 
the near future. 
  The final stage of Complex Style Transfer can be observed in the case of Thailand, 
described above3.1.4, where the Thailand Agricultural Machinery Institute was 
officially established and a National Agricultural Machinery Center (NAMC) was 
set up at Kasetsart University for the promotion of the agricultural mechanization 
process. The promotion of was undertaken through cooperation between industry, 
government and academia and these combined efforts were able to successfully 
boost local production of agricultural machinery in the country. With the 
progression of agricultural engineering in Thailand some of these networks have 
become formalized, such as those between academic societies and associations.  
  In this context it is possible to examine the practical and future uses of FMK-net 
as an early stage outcome of Transfer in relation to the contents of the FMT. In 
developing countries, human resources in the field of agricultural engineering are 
very limited, with each operative within the discipline being regarded as a potential 
expert. As a result, expansion of FMK-net is inevitably limited; however, 
participants who act as core contributors to the network can be very influential with 
strong links evident between the limited numbers of members. Significant features 
of FMT are: its comparatively long duration (it is a continuous 8 to 11 months), 
small group size, and the focus on practical training. These factors often lead to a 
positive “Teacher/pupil relationship” developing between participants and FMT 
instructors. Opportunities to, attend lectures given by machinery development staff, 
participate in field trips to factories, and to take part in prototype machinery 
evaluations, gives every participant a sound knowledge and trust in Japanese 
machinery.  
 
3.3 Survey of overseas business activity by Japanese Agricultural 
Machinery/Facilities Manufacturers 
 Nine companies were visited and interviewed between 2012 and 2014 with the aim 
of discovering their motivations for cooperating with FMT and any 





  Results from the interviews showed that, in more than half of the companies 
surveyed, they had already started continuous overseas operations. For example, 
there had been consultation with former participants prior to opening a factory and 
some had sold their products to participants’ organizations. These reports indicate 
that, in practice, FMK-net can be a useful resource for private enterprises. In some 
cases, FMT initiated the creation of personal relationships between enterprises and 
participants, which later offered opportunities for business. However, each 
enterprise maintained that their cooperation with the FMT was to support Japan’s 
ODA or to contribute to the wider community as corporate social responsibility 
(CSR), and that they were not primarily aiming to use the FMT for the benefit of 
their businesses. 
  Some enterprises would not conclude sales contracts with institutes in developing 
countries solely through ex-participants, feeling that they needed to have someone 
they could trust more fully, such as, a JICA expert or an ex-participant in a senior 
position. Sometimes they simply lacked sufficient confidence in the judgment of 
ex-participants regarding the applicability of their products in developing countries. 
It might be considered as natural that enterprises are cautious, as failure of an 
oversea expansion could cause a SME to collapse. 
  It was concluded that providing enterprises with local information from 
counterparts or governmental organizations was crucial in helping to reduce their 
concerns. 
  It was found that the FMK-net based in Japan (JFMK-net), created between FMT 
instructors and enterprises more than 50 years ago, has been usefully supporting 
FMT. However, the JFMK-net is quite a closed and limited network; it has not been 
used to expand information about ODA to others outside the network, so that the 
SMEs in provincial cities have not been provided with sufficient opportunities to get 
in touch with the FMT. 
 
3.4 Effectiveness of strengthening JFMK-net and participants with the aim of 
assisting SMEs to expand their overseas operations through FMT  
  Two enterprises, took part in an exercise to verify the feasibility of developing 
overseas operations using JFMK-net. In this trial, the authors and a FMT 
instructor functioned as facilitators between the SMEs and participants using the 
measures for FMK-net strengthening. While supporting FMT, both enterprises 
considered commencing overseas operations through utilizing FMK-net in 
developing countries. As seen in the instance above, an existing informal network in 
developing countries can be transformed into a formal network that includes 
Japanese SMEs and which facilitates the transfer of new knowledge and technology. 




  One company that found particular value in using the network to develop its 
overseas activities travelled to developing countries three times during 2013 and 
2014 and succeeded, with local experimentation, to develop a machine for the 
overseas market in December 2014. The business commented that FMK-net could 
provide a valuable foothold for SMEs when starting overseas business operations. 
  In the second case; in spite of the fact that the President of the company had an 
aspiration to start an overseas operation, the company had been unable commence 
international business, reportedly due to insufficient trade information available 
locally. While the company was investigating opportunities, one of the company’s 
personnel met some of the FMT instructors whilst visiting agricultural machinery 
fair with FMT participants. During their discussion he spoke with the FMT 
participants and quickly saw a potential avenue for marketing his machines 
overseas through constructing a network with the participants. After consultations 
with the FMT instructor regarding the possible adaption of his company’s machine 
for long grain rice (IRII developed rice), he expressed a wish to expand his business 
overseas utilizing the participants’ network. This resulted in 500kg of long grain 
rice, cultivated by the participants, being provided to the enterprise for 
experimental development work and led to the enterprise deciding to support the 
FMT as an initial step towards overseas operations. A first field visit to the 
company’s factory took place in May 2015 and use of FMK-net by participants and 
the enterprise continues to develop through on-going technology transfers. 
  From these cases, it is possible to verify that the FMT and FMK-net offer effective 
paths for SMEs to launch overseas operations; with FMK-net providing an 
indispensable aid in the adaption and marketing of agricultural machinery. Unlike 
other industrial products, such as, consumer electrical appliances, Japanese 
agricultural machinery cannot be directly accepted for use in developing countries 
without first undertaking testing and modification in accordance with crop types, 
soils, and local weather conditions. Therefore, SMEs have to examine and improve 
their machines prior to applying for local use and undertaking market surveying to 
ascertain appropriate pricing levels. 
  Presently, Japan is in an era where agricultural machinery manufacturers face 
intense and increasing competition from countries such as China. To survive in this 
competitive business environment, Japanese SMEs should seek to utilize FMT and 
FMK-net to develop growing overseas markets rather than hope for a breakthrough 
technology relevant within Japan’s shrinking agricultural machinery market. As 
has been explained, the merits of using FMT and FMK-net are: 
-Creation of a network with participants; Enterprises are able to explain and 
promote their products to participants who are key persons of influence for their 




technicians should prove highly advantageous to companies attempting to amend 
their machines for export to developing nations. 
-Long grain rice is cultivated by the participants as part of their training. Interested 
Enterprises can use this local supply of long grain rice to test their products for 
adAPtion for overseas use. 
-FMT instructors are available to accompany Enterprises while undertaking 
surveys and negotiations overseas. They can provide technical advice, 
interpretation services, and introduce local contacts through FMK-net. 
These three advantages make it is possible to mitigate concerns regarding possible 
risk factors; as pointed out by more than half of the Enterprises interviewed. These 
factors are; 
-Difficulty in finding the necessary materials to test potential overseas products 
- Problems with identifying trustworthy local counterparts 
-Difficulty with obtaining sufficiently detailed information regarding established 
business practices and market trends in the prospective counties 
 
4. Conclusions 
 FMT courses have not only played a role in human resource development for 
agricultural engineering but have also performed a significant function in the 
popularization of agricultural mechanization in developing countries. In this study, 
aimed at improving future training courses, it has been possible to verify the impact 
of agricultural mechanization in developing countries though questionnaire and 
field surveys, which consider the implementation of knowledge and technology 
transfers, acquired during FMT courses, and applied by participants after returning 
to their home countries. The following conclusions were drawn; 
1) It was confirmed that the participants transferred their knowledge and 
technology, learnt through the FMT courses in Japan, on return to their home 
countries using the four types of Transfer method. This Transfer has similar 
mechanisms, which was the development of FMK-net between participants and 
experts in agricultural machinery. 
2) FMK-net, created as a by-product of knowledge and technology transfer activates, 
has proved beneficial for Japanese SMEs when they have wished to commence 
overseas operations in developing countries. This is especially the case as presently 
the information available to SMEs is quite limited with insufficient opportunities to 
invest in marketing activities. 
3) In the future, the objective of FMT could not be limited simply to the capacity 
development of participants from developing countries, but could also target the 
creation of opportunities for Japanese SMEs to start overseas operations. To 
accomplish this goal, the training course is subject to provide multiple opportunities 




both in Japan and in developing countries could be expanded and links 
strengthened. Researchers and officials from government, public institutes, 
university academics, and representatives from private enterprise might be 
encouraged to attend the Annual Meeting of the Japanese Society of Agricultural 
Engineering. If participants taking part in the FMT could also attend the meeting 
and present the current situation regarding agricultural machinery/facilities in 
their countries, together with their prototypes produced during the training course, 
this could further enhance mutual understanding between Japan and developing 
countries. 
4) With one objective of FMT being the creation of a positive environment for 
Japanese SMEs to launch overseas business operations, more participants could be 
chosen from countries such as, Thailand, Cambodia, Myanmar, and Indonesia. In 
these South East Asian countries, FMK-net has already become established and it 
would be more straightforward for Japanese SMEs to launch businesses there 
compared with comparatively far distant countries. While FMT has an abundance 
of experience, it can nonetheless continue to evolve new types of knowledge and 
technology transfer methods relevant to present day needs. Japanese Enterprises 
might engage with training courses where they have the potential to play an 
important role in technology transfer; while FMK-net in developing countries can 
assist the SMEs to launch their businesses overseas.  
5) These proposals could ensure that FMT can be a prototype for Japanese ODA 
while continuing to develop new methodology for knowledge and technology 
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